
 

次世代育成支援対策推進法に基づく千葉県特定事業主行動計画 

「千葉県職員仕事・子育て両立支援プラン」（第２期）実施状況報告（令和６年度） 

 

 

１ 目的 
平成２７年３月に策定し、令和２年３月に改定した千葉県特定事業主行動計画「千葉県職員仕事・

子育て両立支援プラン（第２期）」（以下「両立支援プラン」という。）について実施状況を把握し、

両立支援プランに定めた取組の着実な実施に役立てるため、令和６年度の実施状況を報告します。 

 

２ 策定主体 
千葉県知事、千葉県議会議長、千葉県選挙管理委員会、千葉県代表監査委員、千葉県人事委員会、

千葉海区漁業調整委員会、千葉県企業局長、千葉県病院局長 

 

３ 実施状況 

（１）両立支援プラン及び仕事と子育ての両立支援制度の周知に向けた取組 
ア 子育て応援ホームページ 

職員向けのホームページに「子育て応援ホームページ」を開設し、両立支援プランや仕事と

子育ての両立支援制度についての情報を掲載、周知しており、掲載内容を見直すなど、更なる

内容の充実に努めています。 

イ 研修 

新規採用職員等を対象とした研修において、両立支援プランや仕事と子育ての両立支援制度

について説明し、制度の周知と意識改革を図っています。 

また、職場からの要請があった場合に、仕事と子育ての両立支援制度について「職場出前  

講座」を実施しています。 

  ウ 千葉県職員育児・看護のための両立支援ハンドブック 

仕事と子育てや看護（介護）の両立支援制度の概要や、休暇の取得手続き等をわかり易く  

まとめた「千葉県職員育児・看護のための両立支援ハンドブック」の掲載内容を見直すなど、

制度の利用について更なる周知に努めています。 

  エ 育児休業取得者セミナー 

育児休業取得者セミナーを開催し、育児休業取得者との意見交換や、仕事と子育ての両立 

支援制度の周知、子育て期にある職員同士の交流を図っています。 
 

（２）両立支援の取組 
  ア 育児休業等を取得しやすい環境の整備等 

（ア）代替職員の配置 

育児休業を取得した場合は、代替職員（育休任期付職員等）の配置に努めています。 

（イ）仕事と子育て両立支援プログラムの活用 

妊娠や出産等、子育て環境の変化に応じた所属からの支援を円滑に進めるため、「仕事と   

子育て両立支援プログラム」の活用を促進し、「子育てプログラム実施計画表」による上司と

職員との対話の徹底、育児休業取得者への定期的な連絡や情報提供など、所属と職員との  

コミュニケーションの充実を図っています。 

（ウ）管理職員等の意識改革 

男性職員の育児参加の促進のための通知などを通じて、両立支援プランや仕事と子育ての

両立支援制度の周知と意識改革を図っています。 

また、管理職・班長等へ仕事と生活の両立支援の取組の自己点検や今後の実践を促すため

の「イクボスチェックリスト」を作成・配布し、意識改革を進めています。 

（エ）休暇制度等の周知 

仕事と子育ての両立支援制度を周知し、制度の利用を奨励しています。 

※妊娠、出産及び子育て時期の職員の特別休暇取得率 １００％を目標としています。 

 

 



 

 

 

（オ）人事異動等における配慮 

人事異動に当たっては、子育て中の職員について、勤務地や所属等、本人の希望をできる

限り尊重しています。 

（カ）多様な働き方の推進 

時差出勤に加え、テレワークの推進、フレックスタイム制の導入や子育て部分休暇（子が

小学校３年生までの間）の新設など、職員が仕事と家庭を両立しやすい多様な働き方を   

できるよう、環境整備に取り組んでいます。 

 

イ 男性職員の育児参加の促進（育児休業や休暇の取得促進） 

新規採用職員等を対象とした研修や、育児休業取得者セミナー、「子育てプログラム実施  

計画表」による対話などのほか、男性職員の育児参加の促進のための通知の発出やリーフ  

レットの作成・配布などにより、職場や男性職員の意識改革を進め、育児休業等の取得促進に

取り組んでいます。 

 

 

 

≪数値目標≫ 男性職員の育児休業取得率 ５０％ 

・各年度中に配偶者が出産した男性職員のうち、育児休業を取得した者の割合（全策定主体） 

平成２７年度実績 

＜第２期プラン開始＞ 
令和６年度実績 

４．１％ 

（７人） 

８８．４％ 

（１９８人） 

 

（参考：取得率の推移） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（  ）内は取得者数 
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4.1% 5.9% 8.6% 11.9% 18.8% 27.6% 42.3% 66.7% 80.9% 88.4%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

取得率

（全策定主体）



 

 
 

 
 

≪数値目標≫ 子どもが生まれる前後８週の期間における男性職員の連続休暇取得率 ８０％  

・各年度中に配偶者が出産した男性職員のうち、子の生後８週間以内に連続休暇を取得した者の 

割合（全策定主体） 

 

平成２７年度実績 

＜第２期プラン開始＞ 
令和６年度実績 

６２．０％ 

（１０６人） 

８２．１％ ※ 

（１８４人） 

          ※ 子の生後８週間以内に育児休業を取得した者を含めた場合 ９３．３％ 

              

（参考：取得率の推移） 

 

 

 

 

 
                

  

 

 

 

 

 

 

 

（３）ゆとり創造の取組 
ア 年次休暇の取得促進 

新規採用職員等を対象とした研修や、通知など様々な機会を活用して年次休暇の取得を促し、

計画的な取得や連続休暇の取得を奨励しています。 

※「年次休暇を取得しやすい」と感じる職員の割合 １００％を目標としています。 
 

イ 時間外勤務の縮減 

（ア）「時間外勤務縮減推進チーム」の活用 

各部に設置された「時間外勤務縮減推進チーム」において、時間外勤務の状況を把握する

とともに、各部の効果的な取組について情報共有しています。 

（イ）「ノー残業デー」「ノー残業デー強化月間」の取組 

毎週水曜日を「ノー残業デー」とし、年３回（５・１１・１月）「ノー残業デー強化月間」

を設け、職員が定時退庁しやすい職場環境づくりを進めています。 

また、夏期における職員の働き方に関する取組などにより、業務の効率化や時間外勤務の

縮減に努めています。 

（ウ）管理職及び班長等のマネジメント力向上 

     管理職や班長等を対象とした研修等を通じて、マネジメント力の向上に努めています。 

     また、管理職・班長等へ仕事と生活の両立支援の取組の自己点検や今後の実践を促すため

の「イクボスチェックリスト」を作成・配布し、意識改革を進めています。【再掲】 

（エ）人事評価への反映 

     管理職等の人事評価において、総労働時間の短縮等の観点で能力評価を行うとともに、 

ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた職場環境づくりなどの目標の設定を推奨し、取組

の実績を評価することとしています。 

 

 

（  ）内は取得者数 
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（４）地域とのかかわりの取組 
ア 県庁見学 

子どもたちの社会科見学の場として、県庁訪問を受け入れています。 

イ 県庁インターンシップ・キャリア実習による学生の受け入れ 

高校生、大学生等の就業体験の機会を提供し、学生等の職業意識の向上及び県政に対する 

理解の促進を図るため、県庁インターンシップ・キャリア実習を実施し、学生・生徒を積極的

に受け入れています。 
 

４ その他 
  両立支援プランは、「次世代育成支援対策推進法（以下、「法」といいます。）」に基づく特定事業

主行動計画であり、本県では、平成１７年３月に「千葉県職員仕事・子育て両立支援プラン」   

（第１期）を策定し、職員が仕事と家庭を両立することが可能な職場環境の整備に努め、様々な  

取組を行ってきました。 

両立支援プランは、平成１７年度から平成２６年度までの１０年間を計画期間として第１期  

プランを策定しました。法の延長に伴い、平成２７年３月に第２期プランを策定し、平成２７年度

から令和６年度までの１０年間を計画期間としましたが、令和６年度末で計画期間満了となること

から、これまでの取組状況や、法に基づき国の定める行動計画策定指針の改正内容、経済社会環境

の変化等を踏まえ、職員アンケートによる職員の意識やニーズを反映し、検討を行い、令和７年  

３月に「千葉県職員仕事と家庭の両立・女性活躍推進プラン」を策定しました。 

 


